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上牧町第６次総合計画の策定について 

 

１．策定の趣旨 

令和４年度に策定した、本町の町政運営の指針となる「上牧町第５次総合計画（後期基本計画）」に

ついて、令和８年度で計画期間が終了となるため、上牧町まちづくり基本条例第 18 条に基づき、令和

９年度を始期とする第６次総合計画を策定する必要がある。 

また、現行計画は「人口ビジョン」や「総合戦略」を統合したものとなっており、本町の特性を踏

まえた計画体系に加え、人口減少対策につながる地方創生の視点を取り入れた施策展開がなされてい

るところである。 

現行の総合計画の内容を踏まえつつ、社会・経済状況や本町の抱える様々な課題を分析し、幅広く

町民の意見やニーズを取り入れながら、第６次総合計画を策定するものである。さらに、本計画の教

育分野に関する施策については、「上牧町教育大綱及び上牧町教育振興基本計画」として位置付け、一

体的に推進する。 

 

２．計画の構成と期間 

基本構想 

総合的かつ計画的な行政運営を行う指針。 

目指すべき将来像及びまちづくりの方向性を示すもの。 

計画期間：10年間（令和９年度～令和 18年度） 

基本計画 

基本構想で定めた将来像とまちづくりの方向性を実現するための施策を示

すもの。毎年度評価・見直しを実施する。 

（「まち・ひと・しごと創生総合戦略」「教育大綱及び教育振興基本計画」

を含む） 

計画期間：５年間（前期 令和９年度～令和 13 年度） 

（後期 令和 14年度～令和 18年度） 

総合戦略 
地方創生の考えを踏まえ、人口減少対策や地域経済活性化等に特化した取

組をまとめたものであり、基本計画の一部として位置付けられる。 

教育大綱 

教育振興基本計画 

教育に関する基本的な計画として、教育の基本的な理念と、教育・学術及

び文化の振興に関する施策を定めるもの。 

 

  

資料１ 
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３．策定体制 

（１）総合計画審議機関 

学識経験者、関係機関、団体の役職員及び住民公募等で構成する総合計画審議会を設置し、

審議を行う。 

 

（２）庁内体制 

各部局間の調整を行い、諮問原案の作成を行います。また、総合計画策定委員会等において、

諮問原案の検討を行う。 

 

（３）住民参画 

町民の意見を反映させるため、アンケート調査、町民ワーキング会議、全町民を対象とした

パブリックコメントを実施し、計画全般にわたる町民の意見を聴取し、計画を策定する。 

○町民アンケート調査 

・調 査 方 法：①②／郵送配布・郵送回収による本人記入方式 

③／学校配布によるＷＥＢ回答方式 

・調 査 期 間：①②／令和 7年９月６日（土）～令和７年９月 20日（土） 

    ③／令和７年９月 16日（火）～令和７年 10月３日（金） 

調  査 
調査対象者数 

（配布数） 
有効回収数 有効回収率 

①町民アンケート 

（16歳以上対象） 
3,000件 1,131件 37.7％ 

②結婚・出産・子育てアンケート 

（18～44歳の既婚・未婚者男女） 
250件 60件 24.0％ 

③小・中学生アンケート 

（小学５年生～中学３年生） 
695件 483件 69.5％ 

 

○町民ワーキング会議等の運営支援 

   ・参加者：令和７年度に 16 歳以上になる方（応募用紙、応募フォームによる参加申込受付） 

・第 1回：令和８年１月 24日（土）～上牧町の『未来』を考えよう～ 

・第２回：令和８年２月７日（土）～『未来』へつなぐ、上牧町の『魅力』を考えよう！～ 

 

（４）職員参画 

全職員を対象にアンケートを実施し、現行計画に関する意見を聴取するとともに、職員ワー

キング会議を実施し、まちの課題や方向性等に関する意見を聴取し、計画を策定する。 

○職員アンケート調査 

調査時期 令和７年 10月 

調査対象 上牧町職員（庁内職員） 

配布・回収方法 庁内ネットワーク（LoGoフォーム）を通じた配布回収 

回収状況 132名（回収率 82.5％） 
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○職員ワーキング会議 

 ・参加者：係長・課長補佐級 

 ・第 1回：令和８年２月 10日（火） 上牧町の現状と課題について 

 ・第２回：令和８年４月 16日（木） 上牧町の将来像について 

 ・第３回：令和８年５月 14日（木） ロジックモデルについて 

 

（５）事務局 

企画財政課に設置し、各種調整等を行う。また、計画作成に必要な支援及び検討、計画策定

作業の円滑化を図るため、策定に係る一部を業者委託する。 

 

４．策定スケジュール 

〇令和８年度 

・審議会等を開催し、基本構想及び基本計画案の審議 

・必要に応じて審議会前に策定委員会を開催 

・パブリックコメント 

・町議会への進捗報告、町議会における議決 

 

 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

計画の策定 

基本構想の修正 

                    
                    
                    

基本計画の作成・修正 

                    
                    
                    

総合戦略の作成・修正 

                    
                    
                    

数値目標・KPI の検討 

                    
                    
                    

計画書・計画概要版作成 

                    
                    
                    

パブリックコメント 

                    
                    
                    

会議等開催支援 

審議会 

                    
  ①   ②  ③  ④     ⑤      
                    

 

審議会 

第１回（７月） 基本構想案・人口ビジョン・施策体系の検討 

第２回・第３回（８～９月） 
・基本計画案の検討 

・施策の検討（２分野ずつ分割して実施） 

第４回（10月） 計画案の検討 

第５回（１月） 計画答申案の検討 

  

30日間 

議会 
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５．策定において踏まえるべき国の動向 

（１）地方創生 2.0 

地方創生（まち・ひと・しごと創生）とは、2014 年（平成 26 年）に制定された「まち・ひ

と・しごと創生法」に基づく、主に人口減少の克服と地域活性化を目的とした取組のこと。出

生率の低下、少子高齢化の進行、東京圏への人口流入などを背景として、東京圏以外の自治体

の人口減少や地域経済の停滞が進んでおり、この現状を打破するために、国及び地方自治体は

地方創生の取組を示す「総合戦略」を策定している。 

これまでの総合戦略は、①地方に仕事をつくる（産業振興や企業誘致、観光振興等）、②人の

流れをつくる（移住・定住）、③結婚・出産・子育ての希望をかなえる（結婚・出産・子育て支

援）、④魅力的な地域をつくる（医療福祉・公共交通・災害対策など）の４つの柱に基づいて進

められてきた。 

現在は「地方創生 2.0」という名称に変わり、新たな地方創生の具体化に向けた検討が国の方

で進められている。2025 年（令和７年）６月 13 日には基本構想が示された。これまでの地方創

生（地方創生 1.0）と地方創生 2.0 の違いは以下のとおりとなっており、新しい地方創生の視点

を取り入れた総合計画・総合戦略を策定する必要がある。 

 

 地方創生 1.0 地方創生 2.0 

人口減少への

認識の変化 

人口減少に歯止めをか

けるための取組に注力 

人口減少が続く事態を正面から受け止め、社会・経済が機能

する適応策も講じる。住民の基本的な生活の維持、経済成

長、公共サービス維持やインフラ整備、まちづくりなどで、

民の力を最大限活かすべく、官民連携をさらに推進。 

若者や女性に

も選ばれる 

地域 

安定的な雇用創出や子

育て支援等を推進した

が、流出が継続 

地域社会のアンコンシャス・バイアス等の意識変革や魅力あ

る職場づくりにより、若者や女性が地方に残りたい、東京圏

から地方に戻りたい／行きたいと思える地域をつくる。 

人口減少が進

行する中でも

「稼げる」 

地方 

企業誘致や産業活性化

等を目指したが、連携

や支援不足で伸び悩み 

多様な食や伝統産業、自然環境や文化芸術の豊かさといった

それぞれの地域のポテンシャルを活かして高付加価値化する

とともに、地域産品の海外展開などにより、自立的な地方経

済を構築する。 

AI・デジタル

などの新技術

の徹底活用 

ICT 活用やブロードバン

ド整備を目指したが、

限定的 

AI・デジタルなどの新技術を徹底活用し、地方経済と生活環

境の創生を実現する。GX・DXによって創出・成長する新たな

産業の集積に向けたワット・ビット連携などによるインフラ

整備を進める。 

都市と地方が

互いに支え合

い、人材の好

循環の創出 

移住支援などで都市か

ら地方への人の流れを

目指したが、道半ば 

関係人口を活かし、都市と地方の間で人・モノ・技術の交

流・循環・新たな結び付き、分野を越えた連携・協働の流れ

をつくる。 

地方創生の好

事例の普遍化

と、広域での

展開を促進 

市町村で様々な取組が

実施されたが面的な広

がりに欠けた 

産官学金労言士等による主体的な取組と、全国津々浦々で地

方創生が進むよう、好事例の普遍化と広域での展開を促進。 

資料：内閣府「地方創生 2.0基本構想」（概要） 
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（２）地方創生に関する総合戦略 

これまでの地方創生の取組をフォローアップするとともに、地方創生施策の推進戦略を取り

まとめた「地方創生に関する総合戦略～これまでの地方創生の取組のフォローアップと推進戦

略～」が 2025年（令和７年）12月に閣議決定された。2025年（令和７）年度を初年度とする５

か年を対象としており、各府省庁における地方創生のための具体的な事業の整理、進捗管理・

検証のための工程やＫＰＩ、目標と各施策との因果関係（ロジックモデル）が示されている。 

高市内閣が推進する「地域未来戦略」は、上記戦略の内容を踏まえ、「強い経済」の実現に力

点を置いた全体戦略として、令和８年度夏頃を目途に取りまとめる予定となっている。 

 

■「地方創生に関する総合戦略」の概要（2025年（令和７年）12月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

強い経済 

自立的で持続的に成長する「稼

げる」経済の創出により、新た

な人を呼び込む地方経済 

ＫＰＩ 

・東京圏以外における就業者一

人当たり年間付加価値労働生

産性の伸び率 

豊かな生活環境 

生きがいをもって働き、安心し

て暮らし続けられる生活環境を

構築し、魅力と活力を創出する

地方の生活環境 

ＫＰＩ 

・生活インフラの質の維持や暮

らしへの安心感により、地域

での生活がこれから良くなっ

ていくと思う人の割合 

選ばれる地方 

強い経済と豊かな生活環境の基盤

の上に創り出される、若者や女性

にも選ばれ、一人一人が幸せを実

感でき、自己実現を図っていくこ

とができる活力ある地方 

ＫＰＩ 

・東京圏以外で暮らすことを希

望し実現できている、若者や

女性の人数及び割合 

イ
ン
パ
ク
ト
（
政
策
目
標
） 

ア
ウ
ト
カ
ム
・
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

A.地域における 

高付加価値型産業創出 

・地域資源の活用促進 

・GX・DXの推進 

・産業の地方移転・産業立地促

進 

・中小企業等の稼ぐ力の強化 

・スタートアップの創出促進 

・地場産品の輸出促進 

・インバウンド促進 

 

B.地域の人材力強化 

・人材育成・リスキリング促進 

C.持続可能な 

生活インフラの実現 

・公共交通の維持 

・買物環境の維持 

・インフラの維持 

・災害対応の強化の促進 

 

D.地域の暮らしの 

満足感向上 

・満足できる子育て・医療・介

護・福祉サービスの実現 

・持続可能なまちづくり 

E.魅力が感じられる 

地方の実現 

・多様性に富んだ地方の実現 

・教育環境整備の推進 

・都市と地方の共生の実現 

・地方への移住推進 

目
標
達
成
に
貢
献
す
る
施
策 

強い経済（132 施策） 

・多様な地域資源をいかしたイ

ンバウンドの促進 

・スマート農林水産業の推進 

・伝統工芸品・地場産業の販路

開拓等支援 

・文化観光や文化施設（博物

館・劇場等）の振興 

・スポーツによる地域・経済の

活性化        等 

豊かな生活環境（118 施策） 

・地域交通のリ・デザインの全

面展開 

・新たなモビリティサービスの

社会実装の実現 

・地域くらしサービス拠点の形

成 

・ロボット配送の社会実装 

・広域的な連携によるインフラ

の老朽化対策     等 

・避難生活環境の整備 

選ばれる地方（62施策） 

・地域の働き方・職場改革の推

進 

・教育現場の意識改革の推進 

・女性の起業支援 

・地方大学・地域産業創生交付

金の推進 

・大学等の地方分散支援 

等 


